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【衆議院】 

令和２年 ２月 ４日 第２０１回通常国会提出（閣法第１１号） 

     ３月 ５日 衆議院厚生労働委員会 付託 

     ３月 ６日     〃      提案理由説明 

     ３月１１日     〃      質疑、採決 

     ３月１７日 衆議院本会議     可決 

（同日 参議院へ送付） 

 

【参議院】 

令和２年 ３月１８日 参議院厚生労働委員会 付託 

     ３月１９日     〃      提案理由説明 

     ３月２４日     〃      質疑、採決 

     ３月２７日 参議院本会議     可決、成立 
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労
働
基
準
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

  

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
べ
き
で
あ
る
。 

一 

賃
金
請
求
権
は
労
働
者
の
重
要
な
債
権
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
施
行
後
五
年
を
経
過
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
労
働
者
の

権
利
保
護
の
必
要
性
を
踏
ま
え
つ
つ
、
未
払
賃
金
を
め
ぐ
る
紛
争
防
止
な
ど
賃
金
請
求
権
の
消
滅
時
効
が
果
た
す
役
割
へ
の

影
響
等
を
検
証
し
た
上
で
、
賃
金
請
求
権
の
消
滅
時
効
期
間
を
原
則
の
五
年
と
す
る
こ
と
を
含
め
検
討
し
、
そ
の
結
果
を
踏

ま
え
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
そ
の
環
境
整
備
の
た
め
、
施
行
後
五
年
の
経
過
を
待
た
ず
に
賃
金
台
帳
等
の
記
録
の

保
存
期
間
の
延
長
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
中
小
企
業
等
に
お
け
る
記
録
の
電
子
デ
ー
タ
化
を
支
援
し
、
記
録
の
保
存
等
に
か

か
る
負
担
の
軽
減
を
図
る
こ
と
。 

二 

労
働
基
準
監
督
署
に
お
い
て
は
、
賃
金
の
未
払
い
を
発
生
さ
せ
な
い
よ
う
、
事
業
所
に
対
す
る
指
導
・
監
督
を
徹
底
す
る

と
と
も
に
、
賃
金
未
払
事
案
に
対
し
て
は
是
正
指
導
を
厳
正
に
行
う
こ
と
。 

三 

災
害
補
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
期
間
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
の
災
害
補
償
と
い
う
観
点
か
ら
十
分
で
あ
る
の
か
、
施
行
後

五
年
を
経
過
し
た
際
に
、
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
に
お
け
る
消
滅
時
効
期
間
と
併
せ
、
検
討
を
行
う
こ
と
。 

四 

改
正
後
の
規
定
に
基
づ
く
消
滅
時
効
期
間
が
本
法
の
施
行
日
以
後
に
支
払
期
日
が
到
来
す
る
全
て
の
賃
金
請
求
権
に
適
用

さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。 
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政

府

は

、

本

法

の

施

行

に

当

た

り

、

次

の

事

項

に

つ

い

て

適

切

な

措

置

を

講

ず

る

べ

き

で

あ

る

。

 

一

、

賃

金

と

は

、

使

用

者

が

労

働

者

に

対

し

て

労

働

に

対

す

る

報

酬

と

し

て

支

払

う

正

当

な

対

価

で

あ

り

、

常

に

法

令

と

契

約

に

基

づ

い

て

適

正

に

支

払

わ

れ

る

べ

き

も

の

で

あ

っ

て

、

賃

金

請

求

権

は

労

働

者

の

権

利

を

保

護

す

る

た

め

の

重

要

な

債

権

で

あ

る

こ

と

に

鑑

み

、

施

行

後

五

年

を

経

過

し

た

場

合

に

お

い

て

は

、

賃

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

期

間

等

を

原

則

の

五

年

と

す

る

こ

と

等

に

つ

い

て

速

や

か

に

検

討

を

行

い

、

そ

の

結

果

を

踏

ま

え

て

適

切

な

措

置

を

講

ず

る

こ

と

。

 

二

、

そ

の

環

境

整

備

の

た

め

、

賃

金

台

帳

等

の

記

録

の

保

存

期

間

に

つ

い

て

は

、

施

行

後

五

年

の

経

過

を

待

た

ず

に

そ

の

延

長

が

可

能

と

な

る

よ

う

、

中

小

企

業

等

に

お

け

る

賃

金

関

連

記

録

の

電

子

デ

ー

タ

化

を

積

極

的

に

支

援

し

、

記

録

の

保

存

等

に

か

か

る

負

担

の

軽

減

を

図

る

こ

と

。 

三

、

労

働

基

準

監

督

署

に

お

い

て

は

、

賃

金

の

未

払

を

発

生

さ

せ

な

い

よ

う

、

事

業

所

に

対

す

る

指

導

・

監

督

を

徹

底

・

強

化

す

る

と

と

も

に

、

賃

金

未

払

事

案

に

対

し

て

は

是

正

指

導

を

厳

正

に

行

う

こ

と

。
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四

、

災

害

補

償

請

求

権

の

消

滅

時

効

期

間

に

つ

い

て

は

、

労

働

者

の

災

害

補

償

と

い

う

観

点

か

ら

十

分

で

あ

る

の

か

、

施

行

後

五

年

を

経

過

し

た

際

に

、

労

働

者

災

害

補

償

保

険

法

に

お

け

る

消

滅

時

効

期

間

と

併

せ

、

速

や

か

に

専

門

的

見

地

か

ら

の

検

討

に

着

手

す

る

こ

と

。

 

五

、

労

働

者

が

消

滅

時

効

に

よ

り

請

求

権

を

失

う

こ

と

が

な

い

よ

う

、

労

働

者

個

々

の

事

情

に

応

じ

た

相

談

・

支

援

の

一

層

の

充

実

・

強

化

を

図

る

こ

と

。

 

六

、

改

正

後

の

規

定

に

基

づ

く

消

滅

時

効

期

間

が

本

法

の

施

行

日

以

後

に

支

払

期

日

が

到

来

す

る

全

て

の

賃

金

請

求

権

に

適

用

さ

れ

る

こ

と

を

含

め

た

改

正

の

内

容

に

つ

い

て

、

周

知

・

指

導

を

徹

底

す

る

こ

と

。

 

七

、

働

き

方

改

革

関

連

法

に

お

け

る

改

正

項

目

が

順

次

施

行

さ

れ

て

い

る

こ

と

を

踏

ま

え

、

長

時

間

労

働

の

是

正

、

年

次

有

給

休

暇

の

取

得

促

進

等

の

施

策

を

着

実

に

推

進

す

る

と

と

も

に

、

中

小

企

業

等

に

お

け

る

労

務

管

理

の

適

正

化

な

ど

、

現

場

に

混

乱

が

生

じ

な

い

よ

う

適

切

な

支

援

を

実

施

す

る

こ

と

。

 

八

、

近

時

、

労

働

法

令

が

適

用

さ

れ

な

い

雇

用

類

似

の

形

態

が

増

加

し

て

い

る

中

で

、

労

働

者

性

を

有

す

る

者

に

対

し

て

は

、

労

働

基

準

法

を

始

め

と

す

る

労

働

者

保

護

法

令

が

適

正

に

適

用

さ

れ

る

よ

う

労

働

者

性

の

判

断

基

準

の

周

知

徹

底

を

図

る

と

と

も

に

、

そ

の

適

用

を

な

お

一

層

厳

密

に

行

い

、

厳

正

な

指

導

・

監

督

を

行

う

こ

と

。

 



右

決

議

す

る

。 


